
＊貴企業等の取組内容等をこの応募用紙にご記載下さい。もし、記載欄に書ききれない場合は、裏面をご利用いただくか、任意の補助紙をご利用下さい。
※記載にあたっては、別に用意している「応募用紙への記載上の注意事項」を参考にして下さい。
１　会社（事業所）等の概要
　
	
	記入時　　　　　年　　　月　　　日現在

	企業等名
	
	業種
	

	所在地
	〒

	記入担当者
	(氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　(所属部署)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話）　　　　　　　　　　　　（内線）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（メールアドレス）

	従業員数
	総計
	正社員
	非正規社員
	正社員の平均年齢　　おおよそ　　　　　　　歳

	男性
	
	
	
	正社員のうち最も多い年齢層
（○をつけてください）
１20代　２30代　３40代　４50代　５60代

	女性
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　＊　会社等の事業内容等が分かるパンフレット又はホームページ掲載情報の写しがあれば、添付して下さい。
　　　これらの資料がない場合は、事業内容を具体的に記載して下さい。


２　企業ビジョンの内容

３　キャリア支援の取り組み内容及び特徴


　　次に、上記のキャリア支援について具体的にお聞きします。
　　本文「４　評価項目」の(1)～(3)を参照し、貴社が取り組んでいるキャリア支援の内容を次の項目に沿って記載して下さい。なお、名称にこだわらずに同趣旨の取り組みがなされていれば、その内容を記載して下さい。
　　また、関係する資料があれば添付して下さい。
　　なお、以下の項目すべてを満たしているかどうかが表彰の要件ではありません。いくつかの項目について、特に優れた特徴を持つ企業等も表彰対象として選定されます。したがって、該当する取り組みがなければ、空欄で構いません。
　　
　3-1　キャリア形成の仕組みと活用
　　3-1-1　従業員の視点（自己の成長感、成長期待）
　　　3-1-1-1　キャリア目標の設定・見直しの機会がある


　　　3-1-1-2　職業能力開発・自己啓発の機会がある


　　　3-1-1-3　公正な職業能力の評価を行っている

　　
　　　3-1-1-4　働き方に多様性・裁量性がある


　　3-1-2　企業（組織）の視点（企業ビジョンとの統合）
　　　3-1-2-1　企業ビジョン及び企業ビジョンに連動した人材育成方針・方策を作成している

　　　3-1-2-2　企業ビジョンに基づく人材育成方針・方策を推進している


　　　3-1-2-3　人材育成方針・方策を適宜評価し、見直している

　　3-1-3　社会の視点（社会との調和）
　　　3-1-3-1　高齢者・女性の雇用などの雇用や職業能力開発に係る社会的な課題を解決する方向と合っている


　　　3-1-3-2　地域や社会、多様な人材との関わりを推進している

　3-2　キャリア支援の機能と効果


　3-3　キャリア形成に係る自己努力

　3-4　今後の課題


４　参考資料
　　貴社の状況について、参考のために次のことにお答え下さい。
　　（表彰対象として選定されるかどうかには直接関係しません。）
　4-1　65歳以上の者が継続して働くことができるよう取り組んでいる。
　　　イ　はい　　　　　　　ロ　いいえ
　4-2　過去5年間程度をみて、新規学卒者等の在職状況（就職後3年間）はどうですか。
　　　イ　離職者はいない
ロ　離職者はいるが１割以下である
ハ　離職者は（１割超）３割以下である
　　　ニ　離職者は３割超である
ホ　新規採用者はいない
4-3　過去5年間程度をみて、中途採用者の在職状況（就職後3年間）はどうですか。
　　　イ　離職者はいない
ロ　離職者はいるが１割以下である
ハ　離職者は（１割超）３割以下である
　　　ニ　離職者は３割超である
ホ　中途採用者はいない
　4-4　過去5年間程度をみて、産休又は育児休業を取得した後、復職状況はどうですか。
　　　イ　すべての対象者が復職している
　　　ロ　復職する者の割合は８割超である
　　　ハ　復職する者の割合は５割超（８割未満）である。
　　　ニ　復職する者の割合は５割に満たない。
ホ　該当する者がいない

労働関係をはじめ法令の遵守状況に関する報告書
　「キャリア支援企業表彰２０１３―人を育て・人が育つ企業表彰」に応募するにあたり、平成25年5月20日現在の労働関係をはじめ法令の遵守状況について、下記のとおり申し出ます。
１　平成24年4月以降、労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法に係る重
大又は悪質な法違反はない。
２　平成24年4月以降、労働者派遣法、職業安定法、高年齢者等雇用安定法、男女雇用機会均等法に係る法違反はない。
３　平成24年度の労働保険料の申告・納付は、適切に行っている。
４　平成24年度（平成24年6月1日現在）の障害者法定雇用率は達成している又は法定雇用率の対象外企業である。
５　その他、重大な法令（コンプライアンス）違反はない。
平成　　年　　月　　日
厚生労働省職業能力開発局長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名
　　　　　　　　　　　　　　　　　応募担当者名
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